
出資法人等経営状況報告書

1作成年月日及び担当部署
作成年月日 平成 30年 8月 22日 担 当 部 署 企画政策部 新幹線・交通政策課

※以下は平成 30年 3月 31日 現存の内容です 6

2法人等の概要

3組織
(単位 二人)

4主な事業
(1)一般乗合旅客自動車運送事業 (乗合バス事業)

(2)一般貸切旅客自動車運送事業 (貸切バス事業)

(31自 動車運転及び運行管理等の業務受託事業

(4)

(5)

(6)

(7)

1

法人等名称 東頸バス 株式会社

代 表 者 名

代表取締役 白石 雅孝

□ 常 勤 ■ 非常勤

■ プロパー   □ 市派遣 □ 市兼務 □ その他

所 在 地 新潟県上越市浦川原区顕聖寺 195番地 8

設立年月日 平成 8年 8月 1日 資 本 金 30,000千 円 市出資割合 40.0%

設 立 目的

平成 9年 3月 のほくほく線開業により、バス利用者が減少し既存バス事業者の経営

が危惧されたため、自治体がバス事業に積極的に関与し、旧東頸城地域における生活

交通の維持存続を図ることを目的に設立された。

・
役

事

締

理

取
・
役

事

査

監

監
計

内訳

プロパー 市派遣 市兼務 その他

役
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常勤 1 1 1

非常勤 4 3 7 3 1 3

計 5 3 8 4 I 8

職
員

正職員 8 8

臨時職員

パート職員等 0

計



5事業実績 (概要)
○ 上越市及び十日町市の一部地域 (旧東頸城地域)を主たる営業区域として一般乗合旅客運送
事業 (乗合バス事業)、 一般貸切旅客運送事業 (貸切バス事業)及び業務受託事業により、当該

地域の旅客輸送サービスを実施しました。    .

○ 一般乗合旅客運送事業 (乗合バス事業) (単位 :千円)

年度 平成 27年度

(第 20期 )
平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )
前年との

比較増減
前年比

運送収入 14,043 13,626 13,812 186 101.4%

運送雑収 259 170 276 106 162.4%

補助金 41,230 39, 199 41,640 2,441 106.2%

計 55, 532 52,995 55,728 2,733 105。 2%

・浦川原区の 3小学校の統合により平成 29年 4月 に開校した浦川原小学校への通学利用が増

加したことから、運送収入は 13,812千円 (対前年比 101.4%)、 186千円の増収、利用客数

は 72,369人 (対前年比 106.6%)、 4,495人増となりました。

○ 一般貸切旅客運送事業 (貸切バス事業) (単位 :千円)

。車両の故障により繁忙期 (6月 )の受注が減少したことから、運送収入は 13,606千円 (対前

年比 88.8%)、 1,720千円の減収、利用客数は 7,432人 (対前年比 呈6.5%)、 2,285人減と

なりました。

○ 業務受託事業 (単位 :千円)

年度

項 目

平成 27年度
(第 20期 )

平成 28年度
(第 21期 )

平成 29年度
(第 22期 )

前年との

比較増減
前年比

受託収入 32,828 46,794 50,002 3,208 106.9%

。十日町市からの受注が増加したことにより、受託収入は 50,002千円 (対前年比 106.9%)、

3,208千 円の増収となりました。

○ 営業収益 (売上高)及び営業費用                     (単 位 :千円)

年度 平成 27年度
(第 20期 )

平成 28年度
(第 21期 )

平成 29年度

(第 Z2期 )

前年との

比較増減
前年比

営業収益
(110,338)

107,715

(118,971)

115,505

(122,

H9,

5 77)

6 1 6

( 3,

4

606)

111

(103.0%)

103.6%

営業費用
(106,467)

105, 598

( 1 5

1

49 7)

4, 5 54

(119,89D

l19,708

但,39働

5,154

(103.8%)

104.5%

税引前当期純利益 a 3,871 3,474 2,681 △793 77.2%

法人税等 b 850 1,300 1,060 △240 81.5%

当期純利益 a―b 3,021 2, 174 i621 △553 74.6%
※営業収益の ( )は、営業外収益と特別利益を含む収益総額、営業費用の ( )は、営業外費用と特別損
失を含む費用総額。

・車両更新による減価償却費、リース料の増加により、費用総額 119,896千 円 (対前年比

103.8%)、 4,399千 円の増加となりました。

年度 平成 27年度
(第 20期 )

平成 28年度
(第 21期 )

平成 29年度
(第 22期 )

前年との

比較増減
前年比

運送収入 19, 134 15,326 13,606 △ 1,720 88.8%

運送雑収 221 390 280 △ H0 71.8%

計 19,355 15,716 13,886 △ 1,880 88.4%
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6財務状況
(単位 :千円)

項  目

平成 27年度

自 平成 27年 4月 1日

至 平成 28年 3月 81日

平成 28年度

自 平成 28年 4月 1日

至 平成 29年 3月 31日

平成 29年度

自 平成 29年 4月 1日

至 平成 30年 3月 31日

備 考

損
益
計
算
書

営業収益 (売上高) 107,715 1 1 5 505 1 1 9 6 1 6

営業費用 105,598 114,554 119,708

92,481 100, 598 106, 601

13,117 13,956 13,107

営業利益 2,117 9 5 l △92

営業外収益 2,623 3 332 2,863

営業外費用 869 237 83

経常利益 3,871 4,046 2 688

特別利益 0 134 98

特別損失 0 706 1 0 5

税引前当期純利益 3,871 3,474 2,681

法人税等 850 l,300 1,060

当期純利益 3,021 2, 174 1, 6 2 1

項  目 平成28年 3月 81日現在 平成29年 3月 31日現在 平成 80年 3月 31日現在 備 考

貸
借
対
照
表

資 産 91,660 97,664 100,509

負 債 25,402 30, 132 32 256

純資産 66,258 6 7 532 6 8 253

30,000 30 000 30,000

36 258 37 532 38,253

0 0 0
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7経営状況の予備的診断

予備的診断フロー

No

Yes

No

評価 A-1

※ この評価に関連する特殊な事情又は要因など特記すべき事項

Yes

No

Ycs

A-1
単年度黒字か

A-2

累積欠損金
があるか

A-3累積欠損金が資本
金の50%未満 単年度黒字か

A-4

累積欠損金が資本
金の50%以上 B

評価基準 備考

A-1 累積欠損金がなく、単年度黒字の
場合

引き続き経営努力を
行う。

A-2 累積欠損金がなく、単年度赤字の
場合

複数年の経過を注視
しなが ら引き続き経

営努力を行う。

A-3 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度黒字の場合

経営改善の努力を要
する。

A-4 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度赤字の場合

経営改善の一層の努
力を要する。

B 累積欠損金が資本金の 50%以上の
場合

事業の見直し等も含
めた抜本的な経営改
善を要する。

4



8市 の関与の状況
(1)市の委託額

121 市の財政援助額

9今後の経営計画等
(1)次期事業計画

[事業方針〕

(1)上越市、十日町市が策定する「交通計画」に参画。提案を行い、地域密着の事業展開を図る。

(2)コ ストの削減と生産性を高め、競争力の強化を図る。

(3)道路運送法第 78条の市町村運営有償運送の運転代行業務及び運行管理業務の受注を図る。

但)事業エリアを中心とする貸切の情報収集を図り、需要の維持に努める。

(5)人 にやさしいバス、「安心。安全」な運行を責務とし、地域のためのバスを目指す。

[人員計画〕

全体 26(1働 人 内訳 :事務係 3(2)人、運行係 2(1)人、運転± 20(10人、車両係 I[兼務]人

※ ()内は内数で、嘱託・臨時従業員

[車両計画〕

乗合 :9両

貸切 :2両

(2)中長期経営計画

中長期経営計画 無

5

内訳 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 備考 (平成 を9年度受託先)

① スクールバス運転業務 21,672 33,338 33,458 安塚区・牧区

② 庁用草運転業務 2,207 4,767 5,167 安塚区 。三和区

③ 給食運搬草運転業務 0 8 4 1 牧区

④

⑤

計 23,879 38,943 39,466

(単位 :千円)

(単位 :千円)

内訳 平成 27年度 平成 28年度 平成 20年度 備考

① 補助金 (助成金 ) 12,005 11,085 9,974 バス運行対策費補助金

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 12,005 1 0 8 5 9,974
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第 22期 事 業 報 告

(平成 29年 4月 1日 から平成 30年 3月 31日 まで)

I。 会社の現況に関する事項(事業の経過及びその成果)

当期も上越市及び十日町市の一部(旧東頸城郡)を主たる営業区域としてバス11両、

従業員27名体制で事業展開を図つて参りました。

(1)乗合事業においては、浦川原小学校の統合によるバス通学の利用者が増えたこと

で、収入、利用者数とも昨年を上回りました。自然減が続ききびしい状況にあることに

は依然変わりがありません。

運送収入は 13,812千 円 (封前年比 101.4%)、 わずかではありますが、増加いたしま

した。

平成 29補助年度に係る経常欠損補助につきましては、国、上越市、十 日町市から

申請どおり受給することが出来ました。

よつて、運行費補助金 41,640千 円を含めた運送収入は 55,452千円 (紺前年比

105,0%)となり、2,627千 円の増収となりました。

(2)貸切事業の運送収入は 13,606千円 (姑前年比 88.8%)、 4月 に更新しました中古草

両の車両トラブルで繁忙期に稼働出来なかつた事により、昨年より1,720千 円の減収と

なりました。

(3)運転業務受託事業では、受注量が増えたことイこより、50,002千 円 (姑前年比
106.9%)、 3,208千 円の増収となりました。

以上のとおり、収益全体では 122,577千 円(対前年比 103.0%)で前年度を3,606千

円上回りました。

一方、支出では、経費の節約に努めましたが、人件費の増加 (賃金の引上げ)や、燃

料の値上がり、車両更新と増車による減価償却費増により、支出総額が 119,896千 円

(姑前年比 103.8%)となり、4,399千円増加いたしました。

これらにより、今期の税引き前利益は 2,681千円(対前年比 77.2%)となり、税引後の

当期純利益 1,621千円とわずかですが計上することができました。

よつて、株式配当は1株 1,500円 (酉己当率3%)配当総額90万円で、ご了承いただき

ますようお願い申し上げます。

平成30年度につきましても、運転士不足と高齢化などの厳しさが増す事業環境であ

りますが、「安心・安全」を最優先事項として事業を行つてまいります。株主様には、更な

るご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。
い

1‐
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1.財産及び損益の状況の推移

期 平成 25年度

(第 18期 )

平成 26年度

(第 19期 )

平成 27年度

(第 20期 )

平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )

売上高   (千 円)
(122,953)

80,094

(119,047)

78,178

(107,715)

66,485

(115,505)

76,306

(119,616)

77,976

経常利益  (千円)
(5,663)

△ 37,196

(3,652)

△ 37,217

(3,871)

△ 37,359

(4,046)

△ 35,153

(2,688)

△ 38,952

当期純利益  (千円) 3,938 3,252 3,021 2,174 1,621

1株当たり
当期純利益

(円 ) 6,564 5,420 5,035 3,623 2,702

総資産    (千 円) 87,954 91,873 91,660 97,664 100,509

純資産    (千 円) 61,785 64,137 66,258 67,531 68,253

(注)1、 売上高、経常利益の( )内の数字は、次のバス運行費補助金収入を含んでおります。

平成 25年度 42,859千円 平成 26年度 40,869千円 平成 27年度 41,230千円
平成 28年度 39,199千円 平成 29年度 41,640千円

2.事業別成績表

(1)一般乗合旅客自動車運送事業営業成績

( )内の数字は、次のバス運行費補助金収入を含んでおります。

平成 25年度 42,859千円 平成 26年度 40,869千円 平成 27年度 41,230千円
平成 28年度 39,199千円 平成 29年度千円 41,640千円

2

8

区分

平成 25年度

(第 18期)

平成 26年度

(第 19期 )

平成 27年度

(第 20期 )

平成 28年度

(第 21期 )

平成29年度

(第 22期 )
前年対比

運送収入   (千円)
(57,882)

15,023

(55,066)

14,197

(55,273)

14,043

(52,825)

13,626

(55,452)

13,812

(105,0)%

101.4

運送雑収  (千円) 375 337 259 170 276 162.4

計    (千 円)
(58,257)

15,398

(55,403)

14,534

(55,532)

14,302

(52,995)

13,796

(55,728)

14,088

(105。 2)

102.1

乗車人員   (人 ) 67,627 66,523 64,214 67,874 72,369 106.6

実車走行
キロ  (キロ) 237,884 219,678 222,682 221,421 226,443 102。 3

在籍車両数   (両 ) 9 9 8 9 9 100,0

使用延日車数  (日 数 ) 1,924 1 939 .1,934 1,913 1,922 100.5

キロ当たり

収  入
(円 )

(243。 32)

63.15

(250。 67)

64.63

(248。 21)

63.06

(238.57)

61.54

(244.88)

61.00

(102.6)

99,1



(2)一 般貸切旅客 自動車運送事業営業成績

(3)業 務受託業営業成績

3.平成 29補助年度生活交通確保対策運行費補助金の受給状況

期 平成 25年度

(第 18期 )

平成 26年度

(第 19期 )

平成 27年度

(第 20期 )

平成 28年度

(第 21期 )

平成29年度

(第 22期 )
前年対比

運送収入   (千円) 15ガ733 12,884 19,134 15,326 13,606 88,8%

運送雑収  (千円) 335 367 221 390 280 71.8

計 (千円) 16,068 13,251 19,355 15,716 13,886 88.4

乗車人員   (人 ) 12,686 17,919 13,459 9,717 7,432 76.5

実車走行
キH  (キ .) 49,484 35,922 39,707 31,664 37,407 118.1

在籍車両数   (両 ) 2 2 2 2 2 100。 0

使用延日車数  (日 車) 309 236 362 234 194 82.9

期

区分

平成 25年度

(第 18期 )

平成 26年度

(第 19期)

平成 27年度

(第 20期)

平成 28年度

(第 21期 )

平成29年度

(第 22期 )
前年対比

受託収入   (千円) 48,628 50,393 32,828 46,794 50 002 106,9%

市町村名 系統数
運行費補助金

計
制度補助 単独補助

国

(フィーダー系統)
7

千円

7723

千 円

0
千円

3, 772

新潟県 0 0 0 0

上越市
10

( 0 )
0 9 974 9 974

十日町市
4

(0)
0 27,894 27,894

合  計 21 3 772 37,868 41,640

( )は内数で、県単独補助対象系統数
上越市の単独補助額には、国のフィーダー系統に係る単独補助金額を含む

３

∩
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4.事業所の所在地

5.従業員の状況 (各年度 3月 31日 現在 )

※ 表中、 ( )内数字で60歳以上の再雇用者、臨時者、パー ト者数を示す。
平成 24年度から整備工は、乗務員が兼務

6.車 両 の 状 況 (各年度 3月 31日 現在 )
年 度 別 乗  合 貸 切 自家用 計

平成24年度 9 2 1 12

平成25年度 9 2 1 12

平成26年度 9 2 1 12

平成27年度 8 2 1 11

平成28年度 9 2 1 12

平成29年度 9 2 1 12

Ⅱ.会社の状況に関する事項
1.株式の状況
(1)発行可能株式総数
(2)発行済株式の総数
(3)当事業年度末の株主数
(り  上位 10名の株主

(平成 30年 3月 31日 現在 )

2,400株
600株
3名

4

名  称 所  在  地 電 話 番 号

本社営業所 新潟県上越市浦川原区顕聖寺195番地8 025-599-2312

松之山車庫 新潟県十日町市松之山湯本1360番地 1 025-596-2066

年 度 別 事務員 運行管理 運転士 整備工 計

平成24年度 3(2) 2 25(14) 0 30(16)

平成25年度 3(2) 2 23(11) 0 28(13)

平成26年度 3(2) 2 21(13) 0 26(15)

平成27年度 3(2) 2(1) 18(11) 0 23(14)

平成28年度 3(2) 2(1) 21(14) 0 26(17)

平成29年度 3(2) 2 22(16) 0 27(19)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

上   越   市 240株 40%

十  日 町  市 120株 20%

頸城自動車株式会社 240株 40%

10



2.会 社役員の状況  (平成 30年 3月 31日 現在 )
(1)取締役及び監査役の状況
取締役社長 (代表取締役)  (頸 城自動車l抑代表取締役専務 )

取締役副社長       (上 越市副市長 )

取締役副社長       (十 日町市副市長)

取締役専務 (代表取締役)  (常   勤)

取 締 役         (頸 城自動車爛代表取締役社長))

監 査 役         (渡 辺佐千雄税理士事務所 所長)

監 査 役         (十 日町市会計管理者 )

監 査 役         (頸 城自動車l抑取締役経営管理部長)

2)報  酬
取締役及び監査役に支払った報酬の総額

白石 雅孝

野口 和広

村山  潤

高橋 常雄

山田 知治

渡辺 佐千雄

小杉 綾子

渡邊  満

1 の 月 23日 の 決

議において年額 650万 円以内と決議いただいております。
2.監査役の報酬限度額は、平成 8年 7月 22日 開催の発起人決議におい
て年額 48万円以内と決議いただいております。

5

区  分 靭 支 給 額 摘 要

3名 5,700,000円取 締 役
監 査 役 2名 240,000円

5名 5,940,000円合  計

11



貸  借  対  照  表
(平成30年 3月 31日 現在)

科    目 金  額 科    目 金  額

(資 産 の 部 )

流 動 資 産

現       金

預       金

売   掛   金

未 収 入 金

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

貸  倒  引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

車        両

建        物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他  投  資

81,142,631

449,773

68,828,154

11,430,087

48,324

384,928

65,365

△ 64,000

19,366,024

18,757,257

17,924,893

210,135

5

622,224

250,577

250,577

358,190

358,190

円 (負 債 の 部 )

流 動 負 債

買   掛    金

未    払   金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預    り   金

前 受 収 益

従 業 員 預 り 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰 労引当金

22,921,333

2,220,740

517,032

987,227

421,100

2,143,600

2,016,939

120,099

14,494,596

9,334,700

8,344,700

990,000

円

負 債 合 計 32,256,033

(純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資   本    金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利 益剰 余金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

68,252,622

30,000,000

38,252,622

510,000

37,742,622

3,000,000

34,742,622

純 資 産 合 計 68,252,622

資 産 合 計 100,508,655 負 債 出純 資 産 合 計 100,508,655

-6-
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損  益  計  算  書
(平成29年 4月 1日 から平成30年 3月 31日 まで)

科 目 金 額

冗 上    高

旅 客 自 動 車 運 送 事 業 収 益

付  帯  事  業  収  益

円

69,613,994

50,001,972

円

119,615,966

と
プ
~し 上   原   価

旅 客 自動 車 運 送 事 業 運 送 費

付 帯 事 業 売 上 原 価

63,424,611

43,176,276 106,600,887

売 上 総 利 益 13,015,079

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,106,924

営 業 利 益 △ 91,845

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ  の  他  の  収  益

8,492

2,854,441 2,862,933

営 業 外 費 用

支

そ

払 禾ll 息

の 他 の 費 用

82,364

899 83,263

経 常 利 益 2,687,825

特   別   利   益

補 助 金 98,130 98,130

特   別   損   失

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 圧 縮 損

6,872

98,130 105,002

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

当   期   純   利   益

2,680,953

1,059,651

1,621,302

-7-
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株主資本等変動計算書

(平成29年 4月 1日 から平成30年 3月 31日 まで)

ド
ト

‐
　

∞

　

！

純資産合計

円

67,531,320

△ 900,000

1,621,302

721,302

68,252,622

株 主 資 本

株主資本
合計

円

67,531,320

△ 900,000

1,621,302

721, 302

68,252,622

禾ll 益 乗J 余 金

利益剰余金
合計

円

37,531,320

△ 900,000

1,621,302

721,302

38,252,622

その他利益剰余金

繰越利益
剰余金

円

34,111,320

△ 900,000

△ 90,000

1,621,302

631,302

34,742,622

別途積立金

円

3,000,000

3,000,000

利益準備金

420,000

90, 000

90,000

510,000

資 本 金

円

30,000,000

30,000,000

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰余金の配当

剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立て

別途積立金の積立て

当期純利益

当期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高



個  別  注  記  表
(平成29年 4月 1日 から平成30年 3月 31日 まで)

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)固定資産の減価償去,の方法

① 有形固定資産  ………
② 無形固定資産  ………
(2)引 当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金  …・・・・・・

2.貸借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償却累計額

(2)親会社に対する金銭債権及び金銭債務

短  期  債  権
短 期 債 務

3.損益計算書に関する注記
(1)親会社との取引高

営
・
業  収  益

営 業 費 用

4.株主資本等変動計算書に関する注記
(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

普  通  株  式
(2)剰余金の配当に関する事項

①配当金の支払額

5.1株当たり情報に関する注記
(1)1株当たり純資産額
(2)1株当たり当期純利益

法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

27,675,821円

1,086,123円

801,466円

1,091,531円

13,793,368円

113,754円 37銭
2,702円 17銭

②退職給付引当金

債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に定める繰入限度相当

額 (法定繰入率)を計上しております。

従業員の退職金支給に備えるため、期末における退職給付債務の

見込額に基づく必要額を計上しております。

役員の退職慰労金支給に備えるため、内規による期末要支給額に

基づく必要額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

(3)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4)消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によつております。

600株

②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成30年 5月 24日 開催の定時総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

予定しております。

配当額の総額               900,OOO円
1株当たりの配当額            1,500円
基準日            平成30年 3月 31日

効力発生日           平成30年 5月 25日

配当原資            繰越利益剰余金

-9-

決 議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり

配当額
基  準  日 効力発生日

平成29年 5月 25日

定時株主総会
普通株式 900,000円 1,500円 平成29年 3月 31日 平成29年 5月 26日

15



監 査 報 告 書

私たち監査役は、平成 29年 4月 1日 から平成 30年 3月 31日 までの第
22期事業年度に係る計算書類及びその附属明細書を監査いたしました。そ
の方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

なお、当会社の監査役は、定款第 27条に定めるところにより、監査の範
囲が会計に関するものに限定されているため、事業報告を監査する権限を有

しておりません。

1.監査の方法及びその内容
各監査役は、取締役等から会計に関する職務の執行状況を聴取し、会計

に関する重要な決裁書類等を閲覧いたしました。また、会計帳簿又はこれ

に関する資料を調査し、当該事業年度に係る計算書類 (貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

2.監査の結果
計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべて重

要な点において適正に表示しているものと認めます。

平成 30年 5月 11日

東 頸 バ ス 株 式 会 社

監 査 役

監 査 役  ケI

監 査 役

ラ 支と残千滋9

波逸 浙 IB

ボ多辛久

'9
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資料 4

平成 30年度の事業計画について

◇ 一 般 方 針 ◇

事業環境の激変する中、「会社と雇用」を守るため、最大限の努力を傾注

することから次の方針を策定する。

(1)上越市、十日町市が策定する「交通計画」に参画 。提案を行い、地域密着の
事業展開を図る。

(2)コ ス トの削減と生産性を高め、競争力の強化を図る。
(3)道路運送法第 78条の市町村運営有償運送の運転代行業務及び運行管理業務
の受注を図る。

(4)事業エリアを中心とする貸切の情報収集を図り、需要の維持に努める。
(5)人にやさしいバス、「安心。安全」な運行を責務とし、地域のためのバスをめざす。

◇ 事 業 計 画 ◇

〔乗 合 事 業 〕

(1)方 針

①上越市「上越市地域公共交通再編実施計画」、十日町市「地域生活基本計

画」に合わせた運行形態を確立し、地域生活交通の維持 。確保に努める。

②「安心。安全」がバス事業に携わるものの使命であることを自覚し、社内

規律の保持と自動車事故防止、サービス向上に努める。

③経費削減とローコスト体質の確立に努める。

(2)運行計画

①運行計画の変更なし

②人員計画  10ペ ージに記載
③車両計画

イ、車両数 。・・実働車 6両

口、車両更新・ 。・なし

予備車 3両 計 9両

10ページに記載
④ダイヤ計画

両市との協議を進め、路線の維持確保をはかるともに、利用しやすく効率

的なダイヤ作成に努める。

8
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貸 切 事 業 〕

(1)方 針
①地域に根ざした営業活動を展開し、稼働率の向上と増収に努める。

②頸城自動車及びマアレケーバスグループ各社との業務連携を強化し、受注拡

大に努める。

③直受比率を高める。

イ.貸切情報提供謝ネL制度の活用を図る。→ 29年度 5件 49万円の受注。
口。従業員総参加による貸切情報収集に努め、受注増を図る。

ハ.グ リーンツアーの単発コース募集による集客拡大により、貸切車の増

収を図る。→ 東頸バス謝恩ンアー 2'9年度 (秋 2回 33名 。春 1回
18名 )

④乗務員のサービスとマナー向上に努める。

⑤出先での社内規律の保持と自動車事故防止に努める。

(2)車両関係
イ.小型 2両  計 2両  10ペ ージに記載
口.車両の更新 なし
(3)貸切関係

大地の芸術祭 2018
平成 30年 7月 29日 ～ 9月 17日 (51日 間)
松代 。松之山コース→小型 1両

〔業 務 受 託 業〕

(1)方 針

①道路運送法第 78条 「市町村運営有償運送」によるバスの運転代行業務及

び運行管理業務の受注と適正な管理を図る。

(2)市町村運営有償運送の受注状況

① 十日町市市営バス(松之山支所)・ ・ 7両

② 安塚区スクールバス運行業務 ・・ 5両

③ 牧区スクールバス運行業務 ・・ 。3両
(3)その他の受注状況

① スクールバス臨時運行業務 (安塚区)
② 庁用自動車運転業務
「マイクロバス :三和区」

③ 校外学習スクールバス運行業務 (牧区)
④ 牧小学校給食運搬業務
⑤ 牧中学校部活動参加生徒下校運行業務

〔業 務 計 画 〕

(1)業務関係
①効率的な業務の改善に努める。

②月次予算管理の充実を図るとともに予算の適正な執行に努める。
・9‐
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(2)労務関係
①乗務員の確保に向けて、ハローワーク、従業員からの情報提供を活用して

補充を図る。

②健康診断の100%受診により、健康管理の維持向上を図る。
③ 2次検診該当者の再受診の把握と点呼時の健康状況のチェック。

(健康に起因する事故防止)

(3)監理関係

①「運輸安全マネジメント」を推進し、輸送の安全性の向上に努める。

②自動車事故対策機構の適性診断・適齢診断受診を活用し、安全運転の自覚

と徹底を図る。

③点呼執行基準に基づく点呼の厳正を期すとともに、業務指導の充実を図る。

④貸切バス事業者安全性評価認定制度の申請。平成 30年 4月 内に申請。

(4)職種別従業員一覧表  (4月 1日 基準)

職   種 29年度 30年度
事 務 係 3   (2) 3   (2)

運 行 係 2 ( 1 ) 2 ( 1 )

運 転 士 20(14) 20(16)

車 両 係 l[兼務] 1[兼務]

合   計 26(17) 26(19)

(注)① ( )内は内数で、嘱託・臨時従業員 ②車両係は、乗務員を兼ねる

(5)年式・車種別車両一覧表

年度別 平成 29年 4月 1日 現在 平成 30年 4月 1日 現在

事業別 乗  合 貸  切 乗  合 貸  切

年式・車種 大 中 ′lヽ 大 1中 1小 大 1中 1小 大 中 ′lヽ

平成  7年 1 1

11年 1 1

12年 1 1 l l l l

13年 1 1 1

15年 1 1 1 1 1

19年 1 1

21年 1 1

29年 1 l

計 41 4 1 1 41 4 2

合 計 9 2 9 2

車  令 12.6年 18.6年 13.6年 19, 1年
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